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そこで本研究では，過去約50年間の深浅測量データお

よび波浪，河川流量の実測データの分析に基づき，天竜

川河口域における東西に非対称な侵食，堆積の実態を定

量化し，さらに数値モデルによる分析を併用することに

より河口テラス及び沿岸域への土砂供給過程の長期的な

特性を把握し，周辺海岸における効果的な土砂管理に本

質的な知見を得ることを目的とする．

2. 河口周辺地形の分析

（1）河口テラス形状の変化

浜松海岸と竜洋海岸において1962年以降国土交通省及

び静岡県によって最小200m間隔で取得された深浅測量

データを，東西南北に10m間隔の正方格子データに再構

成し，河口テラス周辺の等深線の経年変化を比較した．

図-1に特徴的な変化が見られた1984年，1994年，2005年

の等深線（h=5,10m）を比較する．図に示すように，1984

年頃までは，河口テラスが沖向きに突き出していたもの

が，1990年から1994年にかけてその西側が大きく削られ

て先端が東に移動し，その後は等深線が後退し岸向きに

潰れるように縮小し，浅瀬の面積が小さくなっているこ
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1. はじめに

ダム建設や河床材料の採取に伴い，天竜川では下流，

河口，周辺沿岸域での侵食問題が半世紀にわたって慢性

化している（例えば宇多ら，1991）．天竜川河口域での

地形変化や侵食問題に対する最近の研究としては，2007

年台風4号および9号来襲時における河口周辺域の大変

形を対象に，定点観測画像やイベント前後の地形測量結

果の分析，河口域における波・流れ干渉場の数値解析な

どを通じて，外力場と地形変化の相互関係を検討したも

の（田島ら，2008a，2008b）や，河口右岸側の浜松海岸

における侵食実態を実測データに基づき分析し，その現

象把握を試みたもの（佐藤，2008），さらには，等深線

変化モデルに基づき長期的な河口テラスの発達・消失過

程の検証および将来予測を試みたもの（宇多ら，2009）

が挙げられる．

この中で田島ら（2008a）は2007年台風4号が8,000m3/sを

超える大出水を伴ったものの，土砂排出量は比較的小さか

ったこと，また土砂の排出方向は河口東側に限定されてい

たことなどを指摘している．また宇多ら（2009）は，河口

両岸に設置された侵食対策構造物による影響を考慮した数

値計算を実施することによって，両岸で非対称に侵食・後

退する汀線変化の再現を試みている．このように，天竜川

河口部の地形は東西方向に非対称に変形し，それに伴い東

西への土砂供給量にも偏りが生じてきているようである

が，その実態の定量的な把握には至っていない．
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図-1 河口周辺の等深線（h = 5,10m）形状の変化（以下，陸上
部は国土地理院発行地図を引用）



とが分かる．

（2）侵食・堆積量の定量化

上述した河口テラス周辺域の水深格子データを用いて，

様々な領域における侵食・堆積量を算定し，その特性を分

析した．その結果，テラス形状の変形に呼応した土砂量の

変化が顕著に見られた領域区分として，図-2に示した河口

部および浜松海岸（西側）・竜洋海岸（東側）の3領域を

比較対象とし，それぞれの領域における侵食堆積量の経時

変化を算定して図-3に整理した．なお，土砂量算出時の沖

側境界水深は，全データにおける領域別・水深別水深変化

量の標準偏差が20cm以下となる水深として決定した．こ

のようにして決定した領域は図-2に示したように岸沖1km

の範囲であり，沖側境界の水深は，浜松，竜洋海岸では-

10m～-12m付近，河口部では-15m程度であった．

また天竜川における土砂輸送は出水時に集中するた

め，河口域への供給土砂量は年変動が大きいが，河口テ

ラスの発達・消失過程と沿岸方向への供給土砂収支を把

握するためには，このような供給土砂量を年変動まで含

めて把握することが重要である．しかしながら，侵食に

伴う河道の固定化や砂州の樹林化など，河川流量から実

際の土砂排出量を推定するのは困難である．そこで本研

究では，出水を含む河川流による年間土砂排出量と高い

相関があると考えられるウォッシュロードの推定値を，

河口部の土砂変化量と比較することとした．ウォッシュ

ロードQsの算定には次式（土木学会編，1985）を用い，

………………………………………（1）

係数αには 4x10-8(s/m3)，河川流量Qには河口から約

25km上流に位置する鹿島観測所で観測された時刻流量デ

ータを用いた．ここで得られた毎時のウォッシュロード

を時間積分して年間のウォッシュロードを算定し，その

値を図-3に棒グラフで示した．

図に見られるように，1980年代には1982年，1983年

におけるそれぞれ戦後 2位，3位の出水，1985年にも

8000m3/sほどの大規模出水があり，河川から大量の土砂

が供給されたことにより，河口部と竜洋海岸の堆積量に

増加傾向が見られた．1980年代は全ての領域で土砂変化

量が小さく，河口からの豊富な土砂供給により天竜川河

口域周辺ではほぼ動的平衡状態を保っていたと言える．

一方，1991年には戦後4位となる大規模な出水が発生し

ているが，1990年から1994年にかけて河口部では土砂量

が約500万m3減少し，浜松海岸および竜洋海岸でそれぞ

れ300万m3，50万m3の増加が見られる．これは，この期

間に卓越的な高波浪が沿岸漂砂移動を引き起こしたこ

と，後述するように出水時においても上流域からの土砂

供給量が減少したことなどを示唆している．吉井・佐藤

（2010）によれば，1980年代以後に河道の樹林化やそれ

に伴う澪筋の固定化が進行しており，ここで見られる

1990年代以降における土砂供給量の減少は，1950年代の

ダム建設が下流河道域環境を徐々に変化させ，その影響

が時間差をもって出現したことによるものであると推察

されるが，本研究ではその実証には至っておらず今後の

課題としたい．1990年代後半以降は，出水に応じて小刻

みに土砂量の増加が見られる．2007年には台風4号が来

襲し，約8000m3/sの出水が発生したが，この際には竜洋

海岸では土砂量が増加している一方，浜松海岸では土砂

量が減少していることが分かる．発達した形状が安定し

ていた1980年代以降から河口テラスが縮小し続けている

現在に至るまで，約1000万m3の土砂が河口テラスから

流失してしまったと言える．

以上より，浜松海岸では1990年から1994年の急激な

堆積期間を除いて常時侵食傾向，河口部でもウォッシュ

ロードと呼応して堆砂することもあるが，基本的に侵食

傾向，一方，竜洋海岸では1994年頃から侵食傾向が顕在

化し，その時期が河口テラスの先端位置の東進，後退と

一致していることが分かった．深浅測量データの分析に

基づく以上の知見は，後に示す河川供給土砂量の減少に

伴い東西方向への沿岸漂砂供給量が非対称に変化してき

たことを示唆している．

3. 沿岸漂砂量分布の推定

土砂変化量を遡上帯から移動限界水深まで岸沖方向に

積分し，さらにその値を沿岸方向に積分すれば，積分領

域における沿岸方向への土砂収支が算定できる．例えば，

積分領域の左端を大型沿岸構造物などの沿岸漂砂量がゼ
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図-2 土砂収支の算定領域

図-3 浜松海岸，河口部，竜洋海岸における土砂変化量と河川
流量から推定したウォッシュロード推定値の経年変化



ロとなる地点にとれば，任意の地点まで積分した土砂収

支は，積分領域右端における沿岸漂砂量と一致する．

しかしながら天竜川河口域では，沿岸漂砂移動に加え

て河口からの土砂供給量が甚大であり，また沿岸漂砂量

が既知である地点が対象領域の近傍に存在しないため，

この算定手法をそのまま適用することができない．そこ

で本研究では，実際の深浅測量データに基づく土砂収支

とCERC公式とを組み合わせることにより，沿岸漂砂量

分布および天竜川河口からの土砂供給量の推定を試みる．

（1）土砂変化量に基づく河口域の土砂収支

仮に西側境界の沿岸漂砂量をゼロとし，積分範囲を東

側に広げながら全地点における相対的な沿岸漂砂量を算

定した（図-4）．漂砂量の算定対象期間は，地形変化の傾

向が似ている1984～1987年，1987～1990年，1994～

2000年，2000～2005年，2005～2009年とした．ここで

得られた東側境界での東向きの相対沿岸漂砂量は，該当

領域における正味の土砂収支（河口からの供給土砂量と

総流失土砂量の和）を表している．それぞれの期間を比

較すると，正味の土砂流失量が増大傾向にあることが分

かる．慢性的なテラス地形の侵食に伴い等深線の傾きが

年々緩やかになり，河口両岸への沿岸漂砂量が減少傾向

にあることも勘案すると，河口からの土砂供給量がそれ

よりも大きな割合で減少していることが予想される．

（2）CERC公式に基づく沿岸漂砂量の推定

宇多ら（2009）と同様に，天竜川からの近年の土砂供

給量をゼロと仮定すれば，図-1に示した2005～2009年に

おける正味の土砂流失量80万m3/yearは，図-2に示した

土砂収支算定領域の東西両端における沿岸漂砂量の収支

と等価であると考えられる．この仮説に基づき，ここで

は次式で定義されるCERC公式（Komar・ Inman，1970）

における無次元定数Kのキャリブレーションを行い，得

られたKに基づき他の期間における沿岸漂砂量の推定を

試みる．

……………（2）

ここで，Qは全沿岸漂砂量，ρs，ρは砂及び海水の密度，

λは空隙率，Eは波のエネルギー，Cgは群速度，αbは汀

線に対する砕波角，添え字bは砕波点での値を意味する．

東西境界における沿岸漂砂量の計算では，河口沖の水

深40m地点に位置する竜洋波浪観測所で得られた1999年

から2009年までの時々刻々の波浪データを代表する入射

波条件として，波向（真南を境界に2分割），波高（4段

階）別に分割した8つの区域におけるエネルギー平均値

を用いて決定した表-1に示した諸量を用いた．ここで

CERC公式を用いた一般的な汀線変化モデルでは，代表

波浪条件を決める際に，波高段階を分類せず代表的なエ

ネルギー平均波高を与えることが多い．しなしながら，

本研究では，後述する局所漂砂量モデルで平面的な漂砂

量分布を算定し，テラス地形や沿岸域構造物による沿岸

漂砂量への影響を検証するため，出現頻度別に変化する

波高の影響を考慮することが重要となる．そのためここ

では，局所漂砂量モデルとCERC公式による検証結果に

整合性を保つため，同じ波浪条件を用いることとした．

砕波変形計算には田島・Madsen（2004）の砕波モデル

を用い，αbの算出に必要な汀線角度は実測データを用い

るが，長期的なトレンドを評価するため，図-5に示した

近似曲線で汀線角度の経年変化を推定した．以上の入射

波条件および汀線角度に基づき式（2）における無次元定

数Kのキャリブレーションを行った結果，2005～2009年
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図-4 対象全領域における年間土砂変化量の経年変化
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表-1 代表波浪緒元

図-5 地点AおよびB（図-2）における汀線角度の経年変化



におけるAおよびB点での沿岸漂砂量の総和を80万m3/年

とする係数KはK = 0.29となり，Valleら（1993）による現

地データに基づく推定結果（K = 0.2～1.0）と整合した．

（3）沿岸漂砂量分布の推定

得られたKの値および図-5に整理した汀線角度を用い

て，他の期間についても沿岸漂砂量分布を算出し，得ら

れた東西端における沿岸漂砂量と各地点における土砂収

支に基づき，沿岸漂砂量分布（東向きを正）を推定した

（図-6）．その結果，西端での漂砂量は5つの時期で変動

は小さく29万～35万m3/年となったのに対し，東端での

漂砂量は，1984年から1990年では50万m3/年程度であっ

た漂砂量が，それ以降は汀線角度の変化に伴い年々減少

していることが分かった．

図-6においては，波浪データから定めた東西境界での

沿岸漂砂量を境界条件として用い，それぞれ土砂変化量

を河口に向かって積分しながら沿岸漂砂量を算出したも

のである．図の沿岸方向1kmの河口開口部で沿岸漂砂量

が不連続に変化している点は，西側及び東側から別々に

積分して求めた沿岸漂砂量の境界であり，この差が，河

川からの供給土砂量の推定値に相当する．この値に着目

すると，1984年から1987年では河口部で約40万m3/年，

1987年から1990年では約35万m3/年，1994年から2000年

では約20万m3/年と，年々減少していることが分かる．

ただしこの推定値は2005年から2009年までの河口への

土砂供給量をゼロとして仮定した場合の推定値であり，

過小評価されている可能性がある．また，2000年から

2005年では2005年から2009年と同様に漂砂量は連続的

であり，河川からの土砂供給はほとんどないことが推測

される．漂砂量分布を見ると，変動はあるものの西向き

の漂砂量はどの期間も左肩下がりの侵食傾向であり，ま

た1987年以降は離岸堤群による漂砂の低減が見られる．

そして東向きの漂砂量は1984年から1990年までは東向

きにほぼ一定値を取っていた分布が，それ以降は右肩上

がりの侵食傾向に転じていることも分かった．

4. テラス周辺環境と漂砂量分布

東西に非対称な沿岸漂砂量分布と，漂砂制御構造物を

含む複雑なテラス周辺地形との関係を更に詳細に分析す

るため，数値モデルに基づき局所漂砂量分布の空間分布

を推定した．テラス形状の変化を比較するため，地形条

件としては1984年および2009年の地形を用い，入射波

条件には前述した表-1に整理した波浪諸元を用いた．

波浪場，海浜流場，および局所漂砂量の算定には，清

水ら（1996）の手法を用いた．またここでは，来襲波浪条

件やテラス地形条件の違いによる局所漂砂量分布の変化に

着目し，河川流や潮汐流による影響については無視した．

図-7および図-8に，表-1における東寄り高波浪（E1）

および東寄り中波浪（E3）を入射させた場合における局

所漂砂量の空間分布を示す．図中のベクトルはモデルに

より算定した局所漂砂量フラックスのベクトルを示し，

背後の等値線および濃淡は局所漂砂量の絶対値の大きさ

を示している．漂砂量の絶対値は，それぞれ出現日数を

乗じた年間の値で表している．図に見られるように，局

所漂砂量の絶対値は，中程度の波浪を入射させたE3のケ

ースの方が，高波浪を入射させたE1のケースよりも大き

く，テラス周辺における年間の漂砂移動には，出現日数

の多い有義波高1～2mの波浪の方が卓越的に寄与してい

ることが分かる．また，高波浪のケース（E1）では，テ

ラス周辺での局所漂砂量が広範囲で均一に広がっている

のに対し，中波浪のケース（E3）では，漂砂量の沿岸方

向分布に偏りが見られ，特に離岸堤群の前面では局所漂

砂量が相対的に小さくなっていることが分かる．

次にテラス地形の変化に伴う局所漂砂量分布への影響

を考察する．1984年のテラス地形に対する局所漂砂量の

計算結果（図-7）と比較して，2009年のテラス地形に対

するそれ（図-8）では，高波浪時における漂砂量の大き

さが広範囲で小さくなっている．また2009年のテラス地

形条件では，高波浪条件においても，西側離岸堤前面で

の漂砂量の低減が認められる．さらに，中波浪時の計算

結果を比較すると，2009年のテラス地形条件では，東西

両岸の離岸堤群前面における漂砂量の低減が更に進行し

ていることがわかる．以上より，テラス形状や離岸堤に

よる影響は，特に有義波高1～2m程度の中程度の波浪条

件下で顕著に表れるものの，最近のテラス形状では，高

波浪時においても離岸堤群による沿岸漂砂遮断への影響

が見られるようになってきていることが分かった．

最後にそれぞれの年において，計算した沿岸方向の局

所漂砂量フラックスに出現日数を乗じ，年間の沿岸漂砂

量分布を算出した（図-9）．テラスの縮小に伴う離岸堤前

面での沿岸漂砂量の遮断が，西側では1988年の地形条件

から，東側では2005年の地形条件から顕著に表れる様子

が分かる．以上の比較から，現在の護岸や離岸堤群の配
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図-6 深浅測量データおよびCERC公式に基づく沿岸漂砂量分
布の推定値



置条件において，東西両岸への土砂供給過程を健全な動

的平衡状態に保つためには，1984年時のテラス形状が必

要であることが示唆される．

5. おわりに

実測データ及び数値解析に基づき，天竜川における河

口テラス地形と沿岸域への土砂供給過程の長期的な特性

を分析した．その結果，天竜川河口域における侵食・堆

積の実態を定量化した上でCERC公式の比例定数Kを推

定し，沿岸漂砂量分布を推定することができた．またこ

れにより，分析対象期間において河口からの土砂供給量

が約40万m3/年減少していることが分かった．そして河

口テラス形状が変化したことにより，特に西側海浜への

土砂供給量が顕著に減少しており，現在の護岸や離岸堤

群の配置条件下において土砂供給の動的平衡状態を保つ

ためには，1984年時のテラス地形及び河口からの土砂供

給が必要であることが分かった．

本研究は，科学技術振興調整費重要課題解決型研究

「先端技術を用いた動的土砂管理と沿岸防災」の研究成

果の一部であり，国土交通省浜松河川国道事務所，静岡

県より貴重なデータをご提供いただいた．ここに記して

深甚なる謝意を表する．

参　考　文　献

宇多高明・坂野　章・山本幸二（1991）：遠州海岸の1960年代
以降における海浜変形，土木研究所報告，第183号-2，pp.
23-70．

宇多高明・古池　鋼・宮原志帆・芹沢真澄・三波俊郎・石川仁
憲（2009）：ダム再編事業に伴う天竜川河口デルタの長期

変化予測，土木学会論文集B2，Vol.65，No.1，pp.651-655．
佐藤愼司（2008）：遠州灘浜松海岸の土砂移動実態，土木学会

論集B，Vol.64，No.3，pp.192-201．
清水琢三・山田晶子・渡辺　晃（1996）：沿岸漂砂量の岸沖分

布と漂砂量係数，海岸工学論文集，第43巻，pp.571-575．
田島芳満・高川智博・浅野泰志・佐藤愼司・武若　聡（2008a）：
特性の異なる二つの台風による天竜川河口砂州の大規模変
形，海岸工学論文集，第55巻，pp.646-650．

田島芳満・劉　海江・佐々木勇弥・佐藤愼司（2008b）：砂州
の決壊を伴う大出水時における波・流れ干渉場の変動特
性とその再現モデル，海岸工学論文集，第55巻，pp.6-10．

土木学会編（1985）：水理公式集，230P.
吉井拓也・佐藤愼司（2010）：天竜川・遠州灘流砂系における広
域土砂動態の解明と将来予測，土木学会論文集B，vol.66，
No.1，pp.1-18．

Komar,P.D. and D.L.Inman (1988): Longshore sand transport on
beaches, J. Geophys. Res., Vol.75, No.30, pp.5914-5927.

Tajima,Y. and O.S. Madsen (2002): Shoaling, breaking, and broken wave
characteristics, Proc.28th Int. Conf. on Coast. Eng., pp.222-234.

Valle,R.D., P.Medina and M.A.Losada (1993): Dependence of
coefficient K on grain size, J.Wtrway., Port, Coast. and Oc. Eng.,
Vol.119, No.5, pp.568-574.

615天竜川河口テラス地形と沿岸域への土砂供給過程の長期変化

図-7 1984年のテラス地形に対する局所漂砂量分布の算定結果
（上：高波浪時（E1），下：中波浪時（E3））

図-8 2009年のテラス地形に対する局所漂砂量分布の算定結果
（上：高波浪時（E1），下：中波浪時（E3））

図-9 数値モデルによる年間沿岸漂砂量分布の算定値


